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 (1) 事業活動の結果に関する理事会討議資料の表示形態 
 (2) 事業活動のチェック体制と理事会討議資料 
Ⅱ 予算値と実際値の差異 
Ⅲ 組織目的および事業目標の達成度の評価 
 (1) 目的達成度の評価 
 (2) 事業計画の目標を達成するための働きかけ（動機付け） 
Ⅳ 執行されなかった予算 
 (1) 執行されなかった予算があった場合の対応 

















































その他 8 2.5 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 322 件、欠損値 4 件、制限なしの複数回答。表中の割合は、











 第 2 順位は、「事業別・業務部門別に主要な活動の実施内容を文章で記述説明する」とい
う選択肢項目であり、選択件数は 209 件、全体の 64.9％の割合である。また、第 3 順位「事
業別・業務部門別に予算で計画された収入と支出の達成具合（収入と支出の状況）を提示する」









 第 4 順位は「前年度収入・支出に対する増減率を示す」という項目で、選択回答数が 165
件、全体の 51.2％である。ここまでが、理事会に提出される資料の表示形態として過半数を
超えた回答である。第 5 順位以下、残りの回答は一桁台から 20％台の集計結果となった。第
5 順位「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口頭で所感
（主観的判断）を示す」は 78 件で 24.2％、第 6 順位「利用者数、利用時間、作業時間、取扱
件数などの主要な物量情報について、多年度推移をグラフ化する」は 44 件で 13.7％、第 7
順位「主要な収益・費用項目について、予算値・決算値の多年度推移をグラフ化する」は 22
件で 6.8％である。 
 なお、表 1 の設問は複数回答が可能であるので、複数選択される場合の特徴をみるため、
表 2 に選択肢項目同士をクロス集計して選択の傾向に特徴があったもの（調整済み残差が絶対





























































(注） 相互に関係のある組み合わせのパターンは 5 個であるが、予算の執行状況に関する理事会用の討議
資料の表示形態の選択肢同士のクロス集計のため 1 つの組み合わせにつき 2 回表示されている。な



































































































































示す。集計可能な調査票 326 件、クロス集計時の有効回答 319 件、欠損値 7 件、各組み合わせの



































































頻 度 件数 割合(％） 
ほとんどない。 152 47.2 
しばしばある。 141 43.8 
頻繁にある。 17 5.3 
ほぼ毎回食い違う。 11 3.4 
その他 1 0.3 
合計 322 100.0 
       （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 322 件、欠損値 4 件、単一回答。 
 
 つぎに、表 5 において、表 4 で回答された予算値と実績値の食い違いについて、予算に対






回答の件数とその割合を確認すると、10％超から 20％以下では 83 件の回答があり全体の
27.2％である。20％超から 30％以下では 31 件の回答で 10.2％、30％超から 40％以下では 9




範 囲 件数 割合(％) 
10％以下 176 57.7 
10％超 20％以下 83 27.2 
20％超 30％以下 31 10.2 
30％超 40％以下 9 3.0 
40％超 50％以下 1 0.3 
50％超 5 1.6 
合計 305 100.0 










       予算値と実績値の 














件数 123 13 3 0 0 0 139 
調整済み残差 10.0 -6.4 -4.3 -2.8 -0.9 -2.1  
しばしばある 
件数 46 59 20 7 1 4 137 
調整済み残差 -7.7 5.6 2.3 2.0 1.1 1.6  
頻繁にある 
件数 3 9 4 1 0 0 17 





件数 3 2 4 1 0 1 11 
調整済み残差 -2.1 -0.7 2.9 1.2 -0.2 2.0  
 列合計 175 83 31 9 1 5 
304 
304 














































































その他 8 2.6 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 313 件、欠損値 13 件、制限なしの複数回答。表中の
割合は、有効回答 313 件に占める各項目件数の割合である。 
 














































































ほとんどない。 116 41 13 14 4 148 
 (78.4) (27.7) (8.8) (9.5) (2.7)  
しばしばある。 101 47 20 12 4 134 
 (75.4) (35.1) (14.9) (9.0) (3.0)  
頻繁にある。 13 6 1 1 0 17 
 (76.5) (35.3) (5.9) (5.9) (0.0)  
ほぼ毎回食い違う。 8 4 1 2 0 11 
 (72.7) (36.4) (9.1) (18.2) (0.0)  
その他 1 0 0 0 0 1 
 (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0)  
列合計 239 98 35 29 8 311 
 （注） 「予算値と実績値が大きく食い違う頻度」と「予算による組織目的・事業計画の目標の達
成度の評価（目的達成度の評価）」のクロス集計。集計可能な調査票 326 件、クロス集計の有
効回答 311 件、欠損値 15 件。また、（ ）内は各行項目の合計を 100 としたときの割合（％）
である。 
 
 次に、予算値と実際値の差異と目的達成度の評価との関係（表 5 と表 7 の関係）を表 9 に纏
めている。差異の程度が 10％以下、および 10％超から 20%以下、20％超から 30%以下、30％
超から 40％以下であると回答された各差異区分の合計件数のうち、おおよそ 75％から 85％
程度が「予算値と実際値を比較して、その差異が許容範囲にあれば事業が適切に実施できた
のであるので、当然、組織目的および事業計画の目標が達成されているはずである」という
目的達成度の評価を選択している。40％超 50％以下はもともと 1 件しかないがその 1 件が、
































































10％以下 128 53 18 17 6 168 
 (76.2) (31.5) (10.7) (10.1) (3.6)  
10％超 20％以下 61 30 11 9 1 82 
 (74.4) (36.6) (13.4) (11.0) (1.2)  
20％超 30％以下 25 9 2 3 1 30 
 (83.3) (30.0) (6.7) (10.0) (3.3)  
30％超 40％以下 7 2 1 0 0 8 
 (87.5) (25.0) (12.5) (0.0) (0.0)  
40％超 50％以下 1 0 0 0 0 1 
 (100.0) (0.0) (0.0) (0.0) (0.0)  
50％超 3 0 2 0 0 5 
 (60.0) (0.0) (40.0) (0.0) (0.0)  
列合計 305 94 34 29 8 294 
 （注） 「予算値と実績値の差の程度」と「予算による組織目的・事業計画の目標の達成度の評価
（目的達成度の評価）」のクロス集計。集計可能な調査票 326 件、クロス集計した場合の有
































































はずである」を同時選択しているのは 75 件中 63 件であり、「非営利組織といえども利益が
なければ、組織維持が図れないのであるから、予算の達成は組織目的の達成といえる」を選






は 75 件中 9 件であった。 
 また、表 7 は、制限なしで複数選択が可能な設問であった。予算という視点から見た目的
達成度の評価として該当するものをすべて選んでもらったわけであるが、集計結果をみると
単一回答が多く、複数を回答した法人は少なかった。選択肢は 4 つ用意していたので 2 つ選
ぶとすれば組み合わせは 6 通りあるが、そのうち 4 通りの組み合わせすべてについて調整済
み残差の符号はマイナスであった(5)。2 つの選択肢が同時選択されることは大変に少ないと



















































て い る 場 合
は、正当な理


































13 8 2  0 29 
その他 3 0 1 0  8 
列合計 241 99 35 29 8 
313 
313 










表 11 事業計画の目標を達成するための働きかけ（動機づけ） 
内 容 件数 割合(％) 
従業員教育（研修会・新人教育） 203 67.0 
職務規定の整備 132 43.6 
昇進・昇給制度の透明化 78 25.7 
勤続年数によって表彰する。 74 24.4 




その他 27 8.9 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 303 件、欠損値 23 件、制限なしの複数回答。表中の割合
は、有効回答 303 件に占める各項目件数の割合である。 
 
 もっとも多く行われているのが「従業員教育（研修会・新人教育）」であり 203 件、全体の
67.0％の回答を集めた。次に多かったのが「職務規定の整備」という働きかけで 132 件、
43.6％である。この 2 項目は、事前の教育および全社的な規定の整備であるが、第 3 位以下
は、昇進、昇給、表彰、報奨など、従業員個人の努力の結果に対して直接報いる動機付け項
目である。「昇進・昇給制度の透明化」が 78 件で 25.7％、「勤続年数によって表彰する」が
74 件、24.4％、「報奨金制度の採用」が 22 件、7.3％、「熟練度・技術レベル・知識レベルに
よって表彰する、もしくは資格を付与する」が 20 件、6.6％であった。 
 その他が 27 件あるが、このうち 3 件は特に何もしていないという回答であった(6)。この
3 件は回答記述の通りにその他に集計しているが、従業員に対する働きかけが何も行われて
いない場合は、通常は無回答として提出されるので、その多くは欠損値の中に含められてい
る。またその他 27 件のうち、7 件は記述内容からして選択肢項目のいずれかに分類できるの
ではないかと思われるものであった。具体的には昇進・昇給に関する人事評価制度がある（手




議・中長期経営計画会議（従業員参加）等を実施している 6 件、目標管理制度がある 5 件、経
営者層が会議・朝礼などで訓示する 2 件、検討したいが財源不足 1 件、業務標準化 1 件、他
の組織と兼務しているため専従従業員なし 1 件、母体企業で優遇する 1 件、である。 
 次に、予算という視点からみた目的達成度の評価方法の違いによって、従業員への働きか




















































と認められたもの（調整済み残差が絶対値で 1.96 以上のもの）を示す。集計可能な調査票 326



































表 13 執行されなかった予算があった場合の対応 











理事長（会長）の判断に任せる。 44 14.3 
理由書の提出を求められる。 9 2.9 
建物および周辺等の美化に使用する。 7 2.3 
その他 30 9.7 
 （注） 集計可能な調査票 326 件、有効回答 308 件、欠損値 18 件、制限なしの複数回答。表中の割
合は、有効回答 308 件に占める各項目件数の割合である。 
 




ている法人も 3 件あった。残りは、「理事長（会長）の判断に任せる」が 44 件で 14.3％、「理
由書の提出を求められる」が 9 件で 2.9％、「建物および周辺等の美化に使用する」が 7 件で
2.3％である。 







す（カットする）」という内容が 4 件、そのほか「事業経費として使う」1 件、「施設及び設備










対値で 1.96 以上のもの）を示している。 
 











































































































































































111 63 39 35 34 6 5 18 229 








40 30 21 22 16 0 2 7 94 
(42.6) (31.9) (22.3) (23.4) (17.0) (0.0) (2.1) (7.4) 
 
予算は単に収益性を測





13 10 5 9 2 1 1 4 34 










17 8 3 6 2 2 1 1 27 
(63.0) (29.6) (11.1) (22.2) (7.4) (7.4) (3.7) (3.7) 
 
その他 
3 3 1 0 0 1 1 2 8 
(37.5) (37.5) (12.5) (0.0) (0.0) (12.5) (12.5) (25.0) 
 
列合計 133 87 51 50 43 9 7 27 
299 
299 










































































































No.799、2011 年、pp.58-68 を参照されたい。 
(2) 拙著「非営利組織における予算統制の態様」法政大学イノベーション・マネジメント研究
センター、ワーキングペーパーシリーズ No.233、2020 年を参照されたい。 






(4) 表 1 では「組織目的および事業計画の目標が達成されたかについて、まず理事長が口
頭で所感（主観的判断）を示す」という回答の選択件数は 78 件であるが、表 7 の各選択肢
項目とクロス集計した際の有効回答は 75 件である。 
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